別紙　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成27年３月）
私立学校振興費（運営費）補助金のうちの「学校の安全対策事業割」
の取扱について
１　経緯及び趣旨
　　運営費補助金のうちの「学校の安全対策事業割」は、平成13年度に国が「私立学校の安全対策」に係る県に対する補助単価を増額したことを機に、各学校法人等において「安全対策事業」に位置付けた設備等の整備又は修繕事業に係る財政的負担を軽減するため、本県でも運営費補助金の算定要素に加え、事業に係る経費の１／２を限度に補助してきたもの。

　　国の補助単価は増額されていないが、県においては、平成20年度に私立学校の耐震化を促進するため耐震診断を行う事業については補助限度額を増額（高校：診断無60万円→診断有100万円、幼稚園：診断無30万円→診断有50万円）するなど、本事業割により安全対策に取組む学校を積極的に支援してきたもの。
２　平成27年度以降の取扱について
　　耐震診断事業については、平成26年度に国土交通省の社会資本整備総合交付金を活用した「私立学校耐震診断事業費補助」制度を創設したことから、「学校の安全対策事業割」の対象事業から除くこととし、耐震診断事業に代わり、文部科学省が推進する「学校の非構造部材の耐震対策」に資する事業を新たに対象とするもの。
なお、子ども・子育て支援新制度（以下「新制度」という。）に移行する幼稚園（認定こども園を含む。）については、私立学校振興費（運営費）補助金の対象外とする（新制度の公定価格に「施設機能強化推進費加算」がある）。
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	(1)　侵入者防止対策
	ア　次の項目の整備（修繕を含む。）

・監視カメラ、インターホン（カメラ付）
・非常電話、ベル、ブザー等非常通報装置
・防犯ガラス等
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	(3)　防災（災害）対策
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・緊急地震速報受信設備
・自家用発電設備
・無線機等非常連絡設備
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　注(1)　火災通報設備等で、侵入者防止対策と一体で整備した非常通報設備についてはこれを含むが、火災警報設備点検等で法令により設置者に義務付けられている事項に係る経費は含まない。
　　(2)　いわゆる機械警備による設備や非常連絡設備を整備した場合の通信料（契約料）は、初年度分のみ対象とする。
